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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

531,969 531,969 活動指標の名称 目標値 723,276 723,276

1 総
市民活動等災害
補償制度事業

活動中に発生した損害賠
償事故及び障害事故につ
いて補償する

市民活
動団体

定
例
定
型

2,983
各種団体に浸透しつ
つあり、順調に遂行
している。

Ｂ 適用件数（予
想）

７０件 3,807 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

1
市民活動等災害
補償制度事業

保険会社との契約
保険料の支払
い

年１回 年１回 2,983 保険会社との契約
保険料の支払
い

年１回 3,807 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

1
市民活動等災害
補償制度事業

市民活動等保険の申
請受付及び保険会社
との連絡調整

申請受付・連
絡調整

７０件 ６1件
市民活動等保険の申
請受付及び保険会社
との連絡調整

申請受付・連
絡調整

７０件 済
必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

2 総
市民参加推進・
啓発事業

施策の企画・立案過程へ
市民の意見を反映し、Ｈ
Ｐ等で情報提供を推進す
ると同時に意識啓発を図
る。

職員・
市民・
市民活
動団体

定
例
定
型

465

パブコメ等の市民参
加手法は定着しつつ
あり、今後、制度改
善等により成果が見
込める。

Ａ
必要な情報の
提供、研修等
の実施

２回 630 未 高 高 高 拡大 有り 維持

2
市民参加推進・
啓発事業

パブリックコメント
実施にかかる運用・
進行管理

実施状況一覧
のＨＰ掲載件
数

７件 １８件
パブリックコメント
実施にかかる運用・
進行管理

実施状況一覧
のＨＰ掲載件
数

７件
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

2
市民参加推進・
啓発事業

審議会等への市民参
加の推進

公募委員募集
状況一覧のＨ
Ｐ掲載件数

１３件 ８件
審議会等への市民参
加の推進

公募委員募集
状況一覧のＨ
Ｐ掲載件数

１３件
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

2
市民参加推進・
啓発事業

市民参加推進啓発を
図ることを目的に研
修を実施

職員研修の回
数

年２回 年２回 40
市民参加推進啓発を
図ることを目的に研
修を実施

職員研修の回
数

年２回 40 可
必
要

済
更
可

無 有り 23

主体間の相互交流を
深めるため、市民活
動団体等との共催や
職員研修を兼ねた職
場派遣を検討してい
く。

維持

2
市民参加推進・
啓発事業

市民討議会の開催
啓発方法を検
討する討議会
の開催

２日間 １日間 425 市民討議会の開催
啓発方法を検
討する討議会
の開催

１日間 590 可
必
要

済 済 無 なし 維持

3 総
市民参加条例の
策定

市民参加制度等を検証
し、条例策定作業を推進
する。

市民
政
策

0

基本的な進め方を
22年11月議会全員
協議会へ報告、条例
案策定に向けたワー
クショップを23年1
月から開催、市民意
見を聴き事業を進め
ている。

Ｃ 条例の制定

平成２４
年３月ま
でに条例
を制定

4,360

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り

予算
なし

3
市民参加条例の
策定

市民参加制度等の検
証

「基本的考え
方」の作成

22年9月
まで

22年11
月まで

0

3
市民参加条例の
策定

ワークショップの開
催

ワークショッ
プの開催

23年9月
まで

4,200

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

可 無 有り 23

会議資料の整理、会
議録の作成等に関し
て、再任用職員等の
活用を検討する。

予算
なし

3
市民参加条例の
策定

条例案の検証・意見
交換

条例案の検
証・意見交換

23年9月
まで

160

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

可 無 有り 23

会議資料の整理、会
議録の作成等に関し
て、再任用職員等の
活用を検討する。

予算
なし

3
市民参加条例の
策定

条例案策定作業
条例案骨子の
策定

年度内
年度内継
続中

条例案策定作業 条例の策定 年度内

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

可 無 有り 23

会議資料の整理、会
議録の作成等に関し
て、再任用職員等の
活用を検討する。

予算
なし

4 総
地域コミュニ
ティ事業

自主的な課題解決に向け
た地域における仕組みづ
くりを検討する。

市民
政
策

プロジェクトチーム
により骨子案の検討
を進めたが、一部指
標が達成できなかっ
た。

Ｃ

地域コミュニ
ティ制度を活
用した事業の
実施

モデル
ケース設
置

業
務
計
画

未 高 中 高 拡大 有り
予算
なし

4
地域コミュニ
ティ事業

プロジェクトチーム
の開催

開催回数 １０回 ５回
プロジェクトチーム
の開催

開催回数 ５回

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

可 無 有り 24

地域の事情に精通し
た再任用職員や非常
勤嘱託職員の配置を
検討していく。

予算
なし

4
地域コミュニ
ティ事業

職員研修会 開催回数 ２回 １回 職員研修会 開催回数 １回

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

可 無 有り 24

地域の事情に精通し
た再任用職員や非常
勤嘱託職員の配置を
検討していく。

予算
なし

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

市民自治推進課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

市民自治推進課

施策目標 市民と行政が協力して自治の進展を図る

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー

ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

531,969 531,969 活動指標の名称 目標値 723,276 723,276

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

市民自治推進課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

市民自治推進課

施策目標 市民と行政が協力して自治の進展を図る

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー

ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

4
地域コミュニ
ティ事業

モデル地区との協議 開催時期
平成２３
年２月ま
で

未着手
選定に向けたモデル
地区との協議

開催時期
平成２４
年３月ま
で

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

可 無 有り 24

地域の事情に精通し
た再任用職員や非常
勤嘱託職員の配置を
検討していく。

予算
なし

4
地域コミュニ
ティ事業

関係団体との意見交
換

開催時期
平成２２
年１１月
まで

平成２３
年３月ま
で

関係団体との意見交
換

開催時期
平成２３
年９月ま
で

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

可 無 有り 24

地域の事情に精通し
た再任用職員や非常
勤嘱託職員の配置を
検討していく。

予算
なし

5 総
春の市民まつり
開催事業

春の市民まつりを実施す
る

市民

定
例
定
型

770

ステージ２５団体、
模擬店等７０団体の
参加で、来場者数約
７３，０００人で盛
況に実施。

Ａ 来場者数 ８万人 770

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

5
春の市民まつり
開催事業

春の市民まつりの実
施

開催回数 年１回 年１回 770
春の市民まつりの実
施

開催回数 年１回 770

業
務
計
画

更
可

必
要

更
可

更
可

無 有り 23

再任用職員、非常勤
嘱託職員のさらなる
活用及び実行委員会
機能の強化を検討す
る。

維持

5
春の市民まつり
開催事業

春の市民まつり実行
委員会の実施

開催回数 年４回 年４回
春の市民まつり実行
委員会の実施

開催回数 年４回

業
務
計
画

更
可

必
要

更
可

更
可

無 有り 23

再任用職員、非常勤
嘱託職員のさらなる
活用及び実行委員会
機能の強化を検討す
る。

予算
なし

6 総
なんでも夜市開
催事業

なんでも夜市を実施する 市民

定
例
定
型

817

模擬店等５９団体の
参加で入場者数約１
９，０００人で盛況
に実施。

Ａ 来場者数 ２万人 817

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

6
なんでも夜市開
催事業

なんでも夜市の実施 開催回数 年１回 年１回 817 なんでも夜市の実施 開催回数 年１回 817

業
務
計
画

更
可

必
要

更
可

更
可

無 有り 23

再任用職員、非常勤
嘱託職員のさらなる
活用及び実行委員会
機能の強化を検討す
る。

維持

6
なんでも夜市開
催事業

なんでも夜市実行委
員会の実施

開催回数 年３回 年３回
なんでも夜市実行委
員会の実施

開催回数 年３回

業
務
計
画

更
可

必
要

更
可

更
可

無 有り 23

再任用職員、非常勤
嘱託職員のさらなる
活用及び実行委員会
機能の強化を検討す
る。

予算
なし

7 総
市民ふれあいま
つり開催事業

市民ふれあいまつりを実
施する

市民

定
例
定
型

1,655

ステージ１０団体、
模擬店等９０団体の
参加で入場者数約９
０，０００人で盛況
に実施。

Ａ 来場者数 ９万人 1,655

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

7
市民ふれあいま
つり開催事業

市民ふれあいまつり
の実施

開催回数 年１回 年１回 1,655
市民ふれあいまつり
の実施

開催回数 年１回 1,655

業
務
計
画

更
可

必
要

更
可

更
可

無 有り 23

再任用職員、非常勤
嘱託職員のさらなる
活用及び実行委員会
機能の強化を検討す
る。

維持

7
市民ふれあいま
つり開催事業

市民ふれあいまつり
実行委員会の実施

開催回数 年４回 年４回
市民ふれあいまつり
実行委員会の実施

開催回数 年４回

業
務
計
画

更
可

必
要

更
可

更
可

無 有り 23

再任用職員、非常勤
嘱託職員のさらなる
活用及び実行委員会
機能の強化を検討す
る。

予算
なし

8 総
コミュニティ助
成事業

コミュニティ活動に必要
な設備の整備等にかかる
費用の一部を補助する

コミュ
ニティ
組織

定
例
定
型

2,500

４団体応募があり、
菱沼自治会が地域活
性化を目的としたお
祭りの備品等の助成
を受けた。

Ａ
各コミュニ
ティ組織への
助成

１件 2,500 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

8
コミュニティ助
成事業

コミュニティ活動に
必要な設備の整備等
にかかる費用の一部
を補助する

交付回数 年１回 年１回 2,500

コミュニティ活動に
必要な設備の整備等
にかかる費用の一部
を補助する

交付回数 年１回 2,500
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし 維持

9 総
自治会活動運営
事務

自治会活動の円滑な運営
を補助する

自治会
組織

定
例
定
型

地域組織との
連携

20,626

地縁団体法人化は新
規の案件がなかった
が、その他の業務は
ほぼ適正に事務を
行った。

Ｂ 各補助事務の
円滑な執行

各期日内
での執行

21,426

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

9
自治会活動運営
事務

退任した自治会連絡
協議会委員に対し、
感謝状の贈呈

贈呈件数 ９件 ６件 7
退任した自治会連絡
協議会委員に対し、
感謝状の贈呈

贈呈件数 ６件 8

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

9
自治会活動運営
事務

自治会長行政連絡調
整手数料の支払い

手数料支払件
数

１３４件 １３４ 6,081
自治会長行政連絡調
整手数料の支払い

手数料支払件
数

１３６件 6,211

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

9
自治会活動運営
事務

自治会運営交付金の
交付

交付件数 １３４件 １３３ 8,415
自治会運営交付金の
交付

交付件数 １３６件 8,585

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

531,969 531,969 活動指標の名称 目標値 723,276 723,276

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

市民自治推進課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

市民自治推進課

施策目標 市民と行政が協力して自治の進展を図る

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー

ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

9
自治会活動運営
事務

連合会長への謝礼支
払い

謝礼金支払件
数

２４件 ２４件 480
連合会長への謝礼支
払い

謝礼金支払件
数

２４件 480

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

9
自治会活動運営
事務

地区自治会連合会等
補助金の交付

補助金の支払
期日

７月中旬 ７月上旬 1,200
地区自治会連合会等
補助金の交付

補助金の支払
期日

７月中旬 1,200

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

9
自治会活動運営
事務

自治会連絡協議会補
助金の交付

補助金の支払
期日

５月下旬 ５月下旬 4,443
自治会連絡協議会補
助金の交付

補助金の支払
期日

５月下旬 4,443

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

9
自治会活動運営
事務

市民集会の開催のた
めの自治会連合会等
との連絡調整

連絡調整回数 年１２回 年１２回
市民集会の開催のた
めの自治会連合会等
との連絡調整

連絡調整回数 年１２回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

9
自治会活動運営
事務

地縁団体の法人化の
認可等の事務

認可・登記・
告示・台帳登
録

新規１団
体

０
地縁団体の法人化の
認可等の事務

認可・登記・
告示・台帳登
録

新規１団
体

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

9
自治会活動運営
事務

地縁団体の印鑑登録
の認可等の事務

認可・台帳登
録

新規１団
体

０
地縁団体の印鑑登録
の認可等の事務

認可・台帳登
録

新規１団
体

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

9
自治会活動運営
事務

地縁団体台帳等の記
載事項証明に関する
事務

証明書の発行
新規１団
体

０
地縁団体台帳等の記
載事項証明に関する
事務

証明書の発行
新規１団
体

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

9
自治会活動運営
事務

（事業№601
から統合）

市民集会の議事録の
作成

作成回数 年１２回 499 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

601 総
会議録作成に係
る事務

広聴機能、相談体制の充
実を図り、安心で安全な
市民生活の確保に努め
る。

市民・
職員

定
例
定
型

304

議事録調製業務を委
託することで、職員
の負担の低減が図ら
れている。

Ａ

601
会議録作成に係
る事務

市民集会の議事録の
作成

作成回数 年１２回 年１２回 304
（事業№9へ
統合）

10 総
自治会館賃借料
補助事業

自治会館の土地・家屋を
借りる際の賃借料の一部
を補助する

自治会
組織

定
例
定
型

地域組織との
連携

1,104

適切に事務を行って
おり、該当自治会の
活動に寄与され、成
果が出ている。

Ａ 補助対象数 ５件 1,485 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

10
自治会館賃借料
補助事業

自治会館賃借料補助
金の交付

交付期限 ６月中旬 ６月中旬 1,104
自治会館賃借料補助
金の交付

交付期限 ６月中旬 1,485 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

11 総
自治会館建設費
補助事業

自治会館の建設や修繕に
要する費用や耐震診断調
査に係る費用の一部を補
助する

自治会
組織

定
例
定
型

地域組織との
連携

500

当該年度は申請が１
件のみ。自治会館の
耐震診断は制度の周
知により、今後成果
が見込める。

Ｃ

必要な補助対
象事業に対す
る円滑な事務
執行

事前申請
分１件、
緊急案件
は適宜処
理

1,500 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

11
自治会館建設費
補助事業

自治会館建設費補助
金の交付

交付件数 ２件 １件 500
自治会館建設費補助
金の交付

交付件数 ２件 1,400 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

11
自治会館建設費
補助事業

自治会館耐震診断調
査補助金の交付

交付件数 ２件 ０件 0
自治会館耐震診断調
査補助金の交付

交付件数 ２件 100 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

12 総
地域集会施設等
修繕に係る事務

地域集会施設等の円滑な
管理に支障が出た場合の
修繕を行う

利用者

定
例
定
型

2,598

適時必要な修繕をす
ることで、円滑な管
理運営に寄与できて
いる。

Ａ
地域集会施設
の開設可能日
数

３０７日 2,370 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

12
地域集会施設等
修繕に係る事務

円滑な管理に支障が
出た場合の修繕の実
施

地域集会施設
等の開設可能
日数

３０６日 ３０５日 2,598
円滑な管理に支障が
出た場合の修繕の実
施

地域集会施設
等の開設可能
日数

３０７日 2,370 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

531,969 531,969 活動指標の名称 目標値 723,276 723,276

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

市民自治推進課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

市民自治推進課

施策目標 市民と行政が協力して自治の進展を図る

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー

ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

13 総
浜須賀会館管理
運営業務

浜須賀会館の管理運営を
円滑に実施する

利用者

定
例
定
型

7,048

指定管理者と連携し
管理運営の充実を図
り、震災の影響も
あったが、利用件数
は微減（△０．
８％）。

Ａ 開館日数 ３０７日 15,098

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

13
浜須賀会館管理
運営業務

指定管理者に管理運
営を委任

開館日数 ３０６日

３０５日
（利用件
数１，０
２７件）

7,048
指定管理者に管理運
営を委任

開館日数 ３０７日 15,098

業
務
計
画

済
必
要

済 済 無 なし 維持

13
浜須賀会館管理
運営業務

指定管理業務モニタ
リング（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１
回）

０回
（事務連
絡等によ
る情報共
有を強
化）

指定管理業務モニタ
リング（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
分をまと
めて年次
報告に合
わせる。

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 23

業務の効率化を図る
ために報告・評価を
一本化し、毎週の事
務連絡時に於いて必
要な情報共有をして
いく。

予算
なし

13
浜須賀会館管理
運営業務

指定管理業務モニタ
リング（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回 年１回
指定管理業務モニタ
リング（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

13
浜須賀会館管理
運営業務

指定管理業務モニタ
リング（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回

年１２回
（意見箱
確認・対
応）

指定管理業務モニタ
リング（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

13
浜須賀会館管理
運営業務

指定管理業務モニタ
リング（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年３回

３回
指定管理業務モニタ
リング（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年４回

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

14 総
海岸地区コミュ
ニティセンター
管理運営業務

海岸地区コミュニティセ
ンターの管理運営を円滑
に実施する

利用者

定
例
定
型

6,428

指定管理者と連携し
管理運営の充実を図
り、震災の影響も
あったが、利用件数
は微増（＋１．
５％）。

Ａ 開館日数 ３０７日 6,505

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

14
海岸地区コミュ
ニティセンター
管理運営業務

指定管理者へ管理運
営を委任

開館日数 ３０６日

３０５日
（利用件
数１，５
０４件）

6,428
指定管理者へ管理運
営を委任

開館日数 ３０７日 6,505

業
務
計
画

済
必
要

済 済 無 なし 維持

14
海岸地区コミュ
ニティセンター
管理運営業務

指定管理業務モニタ
リング（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１
回）

０回
（事務連
絡等によ
る情報共
有を強
化）

指定管理業務モニタ
リング（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
分をまと
めて年次
報告に合
わせる。

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 23

業務の効率化を図る
ために報告・評価を
一本化し、毎週の事
務連絡時に於いて必
要な情報共有をして
いく。

予算
なし

14
海岸地区コミュ
ニティセンター
管理運営業務

指定管理業務モニタ
リング（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回 年１回
指定管理業務モニタ
リング（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

14
海岸地区コミュ
ニティセンター
管理運営業務

指定管理業務モニタ
リング（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回 実績無し
指定管理業務モニタ
リング（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

14
海岸地区コミュ
ニティセンター
管理運営業務

指定管理業務モニタ
リング（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年３回

３回
指定管理業務モニタ
リング（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年４回

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

15 総

小和田地区コ
ミュニティセン
ター管理運営業
務

小和田地区コミュニティ
センターの管理運営を円
滑に実施する

利用者

定
例
定
型

8,574

指定管理者と連携し
管理運営の充実を図
り、震災の影響も
あったが、利用件数
は微減（△１．
７％）。

Ａ 開館日数 ３０７日 8,574

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

15

小和田地区コ
ミュニティセン
ター管理運営業
務

指定管理者へ管理運
営を委任

開館日数 ３０６日

３０５日
（利用件
数１，８
６６件）

8,574
指定管理者へ管理運
営を委任

開館日数 ３０７日 8,574

業
務
計
画

済
必
要

済 済 無 なし 維持

15

小和田地区コ
ミュニティセン
ター管理運営業
務

指定管理業務モニタ
リング（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１
回）

０回
（事務連
絡等によ
る情報共
有を強
化）

指定管理業務モニタ
リング（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
分をまと
めて年次
報告に合
わせる。

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 23

業務の効率化を図る
ために報告・評価を
一本化し、毎週の事
務連絡時に於いて必
要な情報共有をして
いく。

予算
なし

15

小和田地区コ
ミュニティセン
ター管理運営業
務

指定管理業務モニタ
リング（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回 年１回
指定管理業務モニタ
リング（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

531,969 531,969 活動指標の名称 目標値 723,276 723,276

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

市民自治推進課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

市民自治推進課

施策目標 市民と行政が協力して自治の進展を図る

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー

ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

15

小和田地区コ
ミュニティセン
ター管理運営業
務

指定管理業務モニタ
リング（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回

年１回
（利用者
懇談会を
実施）

指定管理業務モニタ
リング（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

15

小和田地区コ
ミュニティセン
ター管理運営業
務

指定管理業務モニタ
リング（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年３回

３回
指定管理業務モニタ
リング（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年４回

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

16 総
小出地区コミュ
ニティセンター
管理運営業務

小出地区コミュニティセ
ンターの管理運営を円滑
に実施する

利用者

定
例
定
型

13,507

指定管理者と連携し
管理運営の充実を図
り、震災の影響も
あったが、利用件数
は微減（△５．
２％）。

Ａ 開館日数 ３０７日 13,507

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

16
小出地区コミュ
ニティセンター
管理運営業務

指定管理者へ管理運
営を委任

開館日数 ３０６日

３０５日
（利用件
数１，５
１６件）

13,507
指定管理者へ管理運
営を委任

開館日数 ３０７日 13,507

業
務
計
画

済
必
要

済 済 無 なし 維持

16
小出地区コミュ
ニティセンター
管理運営業務

指定管理業務モニタ
リング（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１
回）

０回
（事務連
絡等によ
る情報共
有を強
化）

指定管理業務モニタ
リング（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
分をまと
めて年次
報告に合
わせる。

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 23

業務の効率化を図る
ために報告・評価を
一本化し、毎週の事
務連絡時に於いて必
要な情報共有をして
いく。

予算
なし

16
小出地区コミュ
ニティセンター
管理運営業務

指定管理業務モニタ
リング（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回 年１回
指定管理業務モニタ
リング（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

16
小出地区コミュ
ニティセンター
管理運営業務

指定管理業務モニタ
リング（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回

年１回
(利用団
体代表者
会議を実
施）

指定管理業務モニタ
リング（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

16
小出地区コミュ
ニティセンター
管理運営業務

指定管理業務モニタ
リング（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年３回

３回
指定管理業務モニタ
リング（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年４回

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

17 総
コミュニティセ
ンター湘南管理
運営業務

コミュニティセンター湘
南の管理運営を円滑に実
施する

利用者

定
例
定
型

9,665

指定管理者と連携し
管理運営の充実を図
り、震災の影響も
あったが、利用件数
は微減（△４．
１％）。

Ａ 開館日数 ３０７日 9,678

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

17
コミュニティセ
ンター湘南管理
運営業務

指定管理者へ管理運
営を委任

開館日数 ３０６日

３０５日
（利用件
数１，８
６２件）

9,665
指定管理者へ管理運
営を委任

開館日数 ３０７日 9,678

業
務
計
画

済
必
要

済 済 無 なし 維持

17
コミュニティセ
ンター湘南管理
運営業務

指定管理業務モニタ
リング（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１
回）

０回
（事務連
絡等によ
る情報共
有を強
化）

指定管理業務モニタ
リング（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
分をまと
めて年次
報告に合
わせる。

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 23

業務の効率化を図る
ために報告・評価を
一本化し、毎週の事
務連絡時に於いて必
要な情報共有をして
いく。

予算
なし

17
コミュニティセ
ンター湘南管理
運営業務

指定管理業務モニタ
リング（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回 年１回
指定管理業務モニタ
リング（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

17
コミュニティセ
ンター湘南管理
運営業務

指定管理業務モニタ
リング（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回
意見箱対
応

指定管理業務モニタ
リング（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

17
コミュニティセ
ンター湘南管理
運営業務

指定管理業務モニタ
リング（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年３回

３回
指定管理業務モニタ
リング（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年４回

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

18 総

茅ヶ崎地区コ
ミュニティセン
ター管理運営業
務

茅ヶ崎地区コミュニティ
センターの管理運営を円
滑に実施する

利用者

定
例
定
型

11,726

指定管理者と連携し
管理運営の充実を図
り、震災の影響も
あったが、利用件数
は微減（△３．
１％）。

Ａ 開館日数 ３０７日 11,726

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

18

茅ヶ崎地区コ
ミュニティセン
ター管理運営業
務

指定管理者へ管理運
営を委任

開館日数 ３０６日

３０５日
（利用件
数２，７
９２件）

11,726
指定管理者へ管理運
営を委任

開館日数 ３０７日 11,726

業
務
計
画

済
必
要

済 済 無 なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

531,969 531,969 活動指標の名称 目標値 723,276 723,276

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

市民自治推進課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

市民自治推進課

施策目標 市民と行政が協力して自治の進展を図る

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー

ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

18

茅ヶ崎地区コ
ミュニティセン
ター管理運営業
務

指定管理業務モニタ
リング（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１
回）

０回
（事務連
絡等によ
る情報共
有を強
化）

指定管理業務モニタ
リング（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
分をまと
めて年次
報告に合
わせる。

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 23

業務の効率化を図る
ために報告・評価を
一本化し、毎週の事
務連絡時に於いて必
要な情報共有をして
いく。

予算
なし

18

茅ヶ崎地区コ
ミュニティセン
ター管理運営業
務

指定管理業務モニタ
リング（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回 年１回
指定管理業務モニタ
リング（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

18

茅ヶ崎地区コ
ミュニティセン
ター管理運営業
務

指定管理業務モニタ
リング（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回

年１回
(利用者
懇談会を
実施）

指定管理業務モニタ
リング（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

18

茅ヶ崎地区コ
ミュニティセン
ター管理運営業
務

指定管理業務モニタ
リング（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年３回

３回
指定管理業務モニタ
リング（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年４回

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

19 総
南湖会館管理運
営業務

南湖会館の管理運営を円
滑に実施する

利用者

定
例
定
型

7,028

指定管理者と連携し
管理運営の充実を図
り、震災の影響も
あったが、利用件数
は増（＋２３．
９％）。

Ａ 開館日数 ３０７日 7,028

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

19
南湖会館管理運
営業務

指定管理者へ管理運
営を委任

開館日数 ３０６日

３０５日
（利用件
数１，２
１４件）

7,028
指定管理者へ管理運
営を委任

開館日数 ３０７日 7,028

業
務
計
画

済
必
要

済 済 無 なし 維持

19
南湖会館管理運
営業務

指定管理業務モニタ
リング（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１
回）

０回
（事務連
絡等によ
る情報共
有を強
化）

指定管理業務モニタ
リング（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
分をまと
めて年次
報告に合
わせる。

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 23

業務の効率化を図る
ために報告・評価を
一本化し、毎週の事
務連絡時に於いて必
要な情報共有をして
いく。

予算
なし

19
南湖会館管理運
営業務

指定管理業務モニタ
リング（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回 年１回
指定管理業務モニタ
リング（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

19
南湖会館管理運
営業務

指定管理業務モニタ
リング（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回

年１回
(団体代
表者会議
を実施）

指定管理業務モニタ
リング（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

19
南湖会館管理運
営業務

指定管理業務モニタ
リング（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年３回

３回
指定管理業務モニタ
リング（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年４回

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

20 総
鶴嶺東コミュニ
ティセンター管
理運営業務

鶴嶺東コミュニティセン
ターの管理運営を円滑に
実施する

利用者

定
例
定
型

10,345

指定管理者と連携し
管理運営の充実を図
り、震災の影響も
あったが、利用件数
は微減（△１．
７％）。

Ａ 開館日数 ３０７日 10,345

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

20
鶴嶺東コミュニ
ティセンター管
理運営業務

指定管理者へ管理運
営を委任

開館日数 ３０６日

３０５日
（利用件
数１，３
６６件）

10,345
指定管理者へ管理運
営を委任

開館日数 ３０７日 10,345

業
務
計
画

済
必
要

済 済 無 なし 維持

20
鶴嶺東コミュニ
ティセンター管
理運営業務

指定管理業務モニタ
リング（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１
回）

０回
（事務連
絡等によ
る情報共
有を強
化）

指定管理業務モニタ
リング（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
分をまと
めて年次
報告に合
わせる。

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 23

業務の効率化を図る
ために報告・評価を
一本化し、毎週の事
務連絡時に於いて必
要な情報共有をして
いく。

予算
なし

20
鶴嶺東コミュニ
ティセンター管
理運営業務

指定管理業務モニタ
リング（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回 年１回
指定管理業務モニタ
リング（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

20
鶴嶺東コミュニ
ティセンター管
理運営業務

指定管理業務モニタ
リング（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回

年２回
(利用団
体との意
見交換会
実施）

指定管理業務モニタ
リング（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

20
鶴嶺東コミュニ
ティセンター管
理運営業務

指定管理業務モニタ
リング（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年３回

３回
指定管理業務モニタ
リング（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年４回

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

531,969 531,969 活動指標の名称 目標値 723,276 723,276

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

市民自治推進課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

市民自治推進課

施策目標 市民と行政が協力して自治の進展を図る

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー

ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

701 総
コミュニティ施
設の整備事業
（鶴嶺西）

コミュニティセンターの
機能を持った施設を整備
する

利用者
政
策

コミュニティ
施設の整備

366,694

検討委員会を開設し
会議を重ねることが
でき、設計に意見を
取り入れることがで
きた。

Ａ

701
コミュニティ施
設の整備事業
（鶴嶺西）

（仮称）鶴嶺西地区
地域集会施設の完成

（仮称）鶴嶺
西地区地域集
会施設の完成

３月 ３月 366,694

21 総

鶴嶺西地区コ
ミュニティセン
ター管理運営事
業

鶴嶺西コミュニティセン
ターの管理運営を円滑に
実施する

利用者
政
策 開館日数 ３０７日 13,866

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

21

鶴嶺西地区コ
ミュニティセン
ター管理運営事
業

指定管理者へ管理運
営を委任

開館日数 ３０７日 13,866

業
務
計
画

済
必
要

済 済 無 なし 維持

21

鶴嶺西地区コ
ミュニティセン
ター管理運営事
業

指定管理業務モニタ
リング（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
分をまと
めて年次
報告に合
わせる。

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 23

業務の効率化を図る
ために報告・評価を
一本化し、毎週の事
務連絡時に於いて必
要な情報共有をして
いく。

予算
なし

21

鶴嶺西地区コ
ミュニティセン
ター管理運営事
業

指定管理業務モニタ
リング（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

21

鶴嶺西地区コ
ミュニティセン
ター管理運営事
業

指定管理業務モニタ
リング（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

21

鶴嶺西地区コ
ミュニティセン
ター管理運営事
業

指定管理業務モニタ
リング（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年４回

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

22 総

コミュニティ施
設の整備事業
（中海岸・共
恵）

コミュニティセンターの
機能を持った施設を整備
する

利用者
政
策

コミュニティ
施設の整備

32,104

検討委員会、住民説
明会を重ね、予定ど
おり建築着工ができ
た。

Ｂ

地域集会施
設・保育園複
合施設の進捗
状況

施設整備
完了

561,765

業
務
計
画

完 高 高 低 終了 なし
予算
なし

22

コミュニティ施
設の整備事業
（中海岸・共
恵）

（仮称）中海岸・共
恵地区地域集会施設
の着工

（仮称）中海
岸・共恵地区
地域集会施設
の着工

１月 １月 32,104
（仮称）中海岸・共
恵地区地域集会施設
の完成

（仮称）中海
岸・共恵地区
地域集会施設
の完成

３月 561,765

業
務
計
画

不
可

必
要

可
不
可

無 なし
予算
なし

23 総
市民活動サポー
トセンター管理
運営事業

各種の市民活動団体の成
長支援のために「場所の
提供」と市民活動の拠点
としての管理運営を行う

市民・
市民活
動団体

定
例
定
型

市民活動団
体・民間非営
利組織の支援

17,904

適切な管理運営によ
り、市民活動の拠点
施設として定着し、
事業の成果が出てい
る。

Ａ 開館日数 ３４７日 17,934

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

23
市民活動サポー
トセンター管理
運営事業

指定管理者へ管理運
営を委任

開館日数 ３４６日

３４５日
（利用者
数２９，
３６７
人）

17,904
指定管理者へ管理運
営を委任

開館日数 ３４７日 17,934

業
務
計
画

済
必
要

済 済 無 なし 維持

23
市民活動サポー
トセンター管理
運営事業

指定管理業務モニタ
リング（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１
回）

年１２回
（月１
回）

指定管理業務モニタ
リング（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１
回）

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

23
市民活動サポー
トセンター管理
運営事業

指定管理業務モニタ
リング（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回 年１回
指定管理業務モニタ
リング（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

23
市民活動サポー
トセンター管理
運営事業

指定管理業務モニタ
リング（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回 年１回
指定管理業務モニタ
リング（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

23
市民活動サポー
トセンター管理
運営事業

指定管理業務モニタ
リング（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年３回

１施設×
年３回

指定管理業務モニタ
リング（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年３回

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

531,969 531,969 活動指標の名称 目標値 723,276 723,276

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

市民自治推進課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

市民自治推進課

施策目標 市民と行政が協力して自治の進展を図る

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー

ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

24 総
市民活動推進補
助事業

条例による市民活動の総
合的かつ計画的な推進を
図るため財政的支援をす
ることにより市民活動団
体の活性化を図る。

市民活
動団体

定
例
定
型

市民活動団
体・民間非営
利組織の支援

4,326

活動指標は達成でき
なかったが、制度の
周知等により今後成
果が見込める。

Ｃ 補助金申請事
業数

１５事業 3,041

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

24
市民活動推進補
助事業

翌年度補助金募集説
明会・公開プレゼン
の開催

説明会・公開
プレゼン開催
回数

各１回 各１回
翌年度補助金募集説
明会・公開プレゼン
の開催

説明会・公開
プレゼン開催
回数

各１回

業
務
計
画

済
必
要

可 済 無 なし
予算
なし

24
市民活動推進補
助事業

前年度補助事業実施
報告会の開催

実施報告会開
催回数

１回 １回
前年度補助事業実施
報告会の開催

実施報告会開
催回数

１回

業
務
計
画

済
必
要

可 済 無 なし
予算
なし

24
市民活動推進補
助事業

市民が受益者となる
公益的活動に補助金
の交付を実施

申請件数 ２５事業 ７事業 2,592
市民が受益者となる
公益的活動に補助金
の交付を実施

申請件数 １５事業 3,000

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

24
市民活動推進補
助事業

市民活動げんき基金
への寄付の受付・積
み立て

積立額
1,000,0
00円

1,733,6
32円

1,734
市民活動げんき基金
への寄付の受付・積
み立て

積立額
1,500,0
00

41

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

25 総
市民活動推進委
員会関係事務

市民活動の推進に関する
制度の改善、財政支援に
関する事項につき市長の
諮問に応じ審議し、答
申、意見の建議をする。

市民活
動団体

定
例
定
型

1,020
重要事項の審議機関
として、成果が出て
いる。

Ａ 開催回数 １０回 1,609 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

25
市民活動推進委
員会関係事務

市民活動推進委員会
の開催

開催回数 １０回 １０回 1,020
市民活動推進委員会
の開催

開催回数 １０回 1,609 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 25
委員数や会議開催時
間等を見直してい
く。

維持

26 総
多様な主体との
協働事業の推進

市民活動団体等との協働
によりお互いの特性を生
かした役割分担により事
業を実施する

市民
政
策

多様な主体と
の協働事業の
推進

活動指標は達成でき
なかったが、制度の
改善、普及啓発によ
り今後成果が見込め
る。

Ｃ 実施事業数 ２事業

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

26
多様な主体との
協働事業の推進

市民活動団体が市が
行う業務に参入する
場合の登録事務

登録団体数
１２０団
体

１１６団
体

市民活動団体が市が
行う業務に参入する
場合の登録事務

登録団体数
１２０団
体

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

26
多様な主体との
協働事業の推進

「非営利団体等との
連携及び協働による
事業」に関する把握

把握している
事業数

１２０事
業

１５３事
業

「非営利団体等との
連携及び協働による
事業」に関する把握

把握している
事業数

１６０事
業

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

26
多様な主体との
協働事業の推進

行政提案型協働推進
事業の実施

採択事業数 ７事業 ２事業
行政提案型協働推進
事業の実施

採択事業数 ３事業

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし
予算
なし

26
多様な主体との
協働事業の推進

市民活動団体提案型
協働事業の実施

採択事業数 ８事業 ０事業
市民活動団体提案型
協働事業の実施

採択事業数 ４事業

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし
予算
なし

26
多様な主体との
協働事業の推進

多様な主体との協働
ガイドラインの策定
に向けての調査・研
究

ガイドライン
の策定

23年3月
まで

23年3月
多様な主体との協働
ガイドラインの周
知・啓発

公募説明会・
アイデアコン
テスト等での
啓発

23年７
月まで

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし
予算
なし

27 総
災害時ボラン
ティアセンター
運営事業

緊急災害時の本市の対応
マニュアルの策定・検証
を行い、それに即した訓
練・検証を行う

職員・
各ボラ
ンティ

ア

定
例
定
型

職員及び外部関係者
との打合せを経て、
総合防災訓練での実
地研修を行い、災害
時への備えができ
た。

Ａ

災害時ボラン
ティアセン
ター設置訓
練・研修の実
施

訓練１回
研修（打
ち合わ
せ）１回

未 高 高 高 拡大 なし
予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

531,969 531,969 活動指標の名称 目標値 723,276 723,276

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

市民自治推進課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

市民自治推進課

施策目標 市民と行政が協力して自治の進展を図る

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー

ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

27
災害時ボラン
ティアセンター
運営事業

ボランティアセン
ター立ち上げ訓練に
向けた研修等を行な
う

研修等 年５回 ７回
ボランティアセン
ター設置訓練・研修
の実施

訓練及び研修 各１回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし
予算
なし

28 総

（仮称）中海
岸・共恵コミュ
ニティセンター
管理運営事業

（仮称）中海岸・共恵コ
ミュニティセンターの管
理運営を円滑に実施する

利用者
政
策 開館日数

指定管理
者選定

20 未 高 高 高 拡大 なし
増
や
す

28

（仮称）中海
岸・共恵コミュ
ニティセンター
管理運営事業

施設の設置目的を最
も効果的に達成でき
る団体を選考する。

選考会議の開
催回数

２回 20
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
増
や
す

29 総
コミュニティ施
設の整備事業
（松浪）

コミュニティセンターの
機能を持った施設を整備
する

利用者
政
策

地域集会施
設・消防署出
張所複合施設
の進捗状況

関係機関
との調整

未 高 高 高 拡大 なし
増
や
す

29
コミュニティ施
設の整備事業
（松浪）

関係機関との調整
地域住民、関
係団体との意
見交換

24年3月
まで

済
必
要

済 済 無 なし
増
や
す

888 総
災害応急対策活
動

本市域に、地震動・津波
等伴う諸現象による同時
多発的災害が発生した場
合に、被害を軽減し、応
急対策活動を課として迅
速的確に対処する。

全市民
等

定
例
定
型

888
災害応急対策活
動

部の災害応急対策活
動マニュアルの検証
及び見直し等（毎
年）

マニュアルの
検証及び見直
し

４月
４月
１０月
３月

部の災害応急対策活
動マニュアルの検証
及び見直し等（毎
年）

マニュアルの
検証及び見直
し

４月
６月

888
災害応急対策活
動

災害応急対策の特命
災害応急対策
の特命に関す
る業務を行う

随時 実績なし 災害応急対策の特命
災害応急対策
の特命業務を
行う

随時

888
災害応急対策活
動

ボランティアの受入
れ及び調整（災害等
発生時）

ボランティア
支援センター
の開設

随時 １回
ボランティアの受入
れ及び調整（災害等
発生時）

ボランティア
支援センター
の開設

随時

888
災害応急対策活
動

自治会、自主防災会
等との連絡調整（災
害等発生時）

自治会長・自
主防災会会長
等に「注意情
報」の内容を
伝達する

随時 実績なし
自治会、自主防災会
等との連絡調整（災
害等発生時）

自治会長等に
「注意情報」
伝達

随時

888
災害応急対策活
動

市民自治推進課が所
管する施設の被害状
況調査及び応急対策
（災害等発生時）

地域集会施設
及び市民活動
サポートセン
ターの指定管
理者・管理責
任者に「注意
情報」の内容
を伝達し、施
設利用者の安
全確保措置を
実施させ、各
施設の被害状
況を把握し、
災害対策本部
へ連絡すると
ともに、応急
施設として開
設する。

随時 １回
当課所管施設の被害
状況調査及び応急対
策（災害等発生時）

「注意情報」
伝達、応急施
設開設

随時

888
災害応急対策活
動

災害時相互応援協定
に基づく協定先との
連絡調整

連絡調整 年1回 年1回
災害時相互応援協定
に基づく協定先との
連絡調整

連絡調整 年1回

888
災害応急対策活
動

災害時相互応援協定
に基づく応援要請
（災害等発生時）

近隣市町及び
特例市への応
援要請

随時 実績なし
災害時相互応援協定
に基づく応援要請
（災害等発生時）

近隣市町及び
特例市への応
援要請

随時
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

531,969 531,969 活動指標の名称 目標値 723,276 723,276

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

市民自治推進課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

市民自治推進課

施策目標 市民と行政が協力して自治の進展を図る

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー

ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

888 総 庁内共通事務

定
例
定
型

1,278 1,278 1,260 1,260


